別紙様式１－③

独立・自営就業後の計画書（記入イメージ）
　公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金
　代表理事　大井誠治　　殿

　研修終了後は下記計画に基づき独立・自営就業いたします。

令和　　年　月　日　　　　　　　　研修生氏名：　　　　　　　　　　

　下記計画について確認したところ、独立・自営就業できる計画であると認められます。

令和　　年　月　日　　　　　　１次受入機関名：

代表者氏名　　：　　　　　　　　　　

令和　　年　月　日　　　　　　２次受入機関名：

代表者氏名　　：　　　　　　　　　　

記

１　就業地

○○県○○市
２　独立・自営就業開始時期

令和○○年○月○日
※　研修終了後、独立・自営就業開始まで１ヶ月以上の期間がある場合、その間の就業計画や理由について記載すること。

  　長期研修終了後、引き続き○○市補助事業による研修を○ヶ月間受講する予定。
３　漁業種類

　Ａ漁業（独立・自営）、Ｂ漁業（雇われ）
４　将来の漁業経営の構想

　主としてＡ漁業により生計を立てるが、休漁期間中はＢ漁業（被雇用）及び飲食店アルバイトにより、所属地域の漁業者の年間平均所得の○倍（○万円）を目指す。
５　年間操業スケジュール

	

	　 １月 　２月　 ３月　 ４月　 ５月　 ６月　 ７月　 ８月　 ９月　 10月 　11月　 12月
     　　　Ａ漁業（独立・自営）          Ｂ漁業（雇われ）・飲食店アルバイト



６　漁船・漁具等の取得

	名称

	型式、性能、規模等及び その台数 
	取得予定時期

	取得費用

	資金名等

	備考
   

	中古漁船
エンジン整備
魚群探知機
無線
Ａ漁業漁具

	○トン、１隻
○kW、１台
１代
○Ｗ、１台
１式

	令和○年○月
令和○年○月
令和○年○月
令和○年○月
令和○年○月

	○万円
○万円
○万円
○万円
○万円

	近代化資金
○資金
○資金
○資金
自己資金

	


７　必要な資格等

	資格等名称
	取得条件・取得方法
	取得予定時期
	取得に要する費用
	備考

	○漁協正組合員資格
Ａ漁業許可
１級小型船舶操縦士
第３級海上特殊無線技士

	○漁協に申請
○県に申請
取得済み
講習受講

	令和○年○月
令和○年○月
－
令和○年○月

	出資金○万円
○千円
－
国補助事業活用

	


８　水揚げ

	魚種・漁法等

	経営開始初年度の
     水揚量
（令和○年）
	経営開始初年度の
     水揚額
（令和○年）
	経営開始５年後の
    水揚量
（令和○年）
	経営開始５年後の
    水揚額
（令和○年）

	Ａ漁業
　マダイ
　ヒラメ
　その他
	○トン
○トン
○トン
○トン
	○万円
○万円
○万円
○万円
	○トン
○トン
○トン
○トン
	○万円
○万円
○万円
○万円

	合計

	○トン

	○万円

	○トン

	○万円



９　漁獲物の販売先

	販売先
	販売量
	備考

	漁協を通して販売
その他（　　　　　　　　）

	○トン
○トン

	


10　漁業経営の構成

	氏名
（法人経営の場
合は役員の氏名）
	年齢

	代表者との続柄
（法人経営の
場合は役職）
	担当業務

	年間漁業
従事日数
（日）
	備考


	水産　太朗

	40

	本人

	全般

	○

	


11　雇用者

	
	人数
	雇用期間
	備考

	常時雇用
	○人
	○月～○月
	

	臨時雇用

	○人

	○月～○月

	


12　所得

	
	経営開始初年度
（令和○年）
	経営開始５年後
（令和○年）
	備考


	漁労所得（　Ａ漁業　）
　漁労収入
　漁労支出
漁労所得（被雇用就業によるもの）
　　　　（  Ｂ 漁業　）
　給与
	○万円
○万円
○万円
○万円
	○万円
○万円
○万円
○万円
	

	漁労外所得
　給与　（　飲食店アルバイト　）
	○万円
○万円
	○万円
○万円
	

	漁労所得と漁労外所得の合計

	○万円

	○万円

	


※　漁労外所得は「５　年間操業スケジュール」に記載したものによるものを記載すること。
13　家族構成（個人経営の場合に限る）

	氏名
	年齢
	続柄
	職業
	同居・別居の別
	所得
	備考

	水産　花子
水産　一郎
水産　二郎

	38
15
12

	妻
長男
次男

	主婦
学生
学生

	同居
同居
同居

	無し
無し
無し

	


以上

※　必要に応じて様式を変更し、詳細に記載すること。

